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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2018年６月 2019年６月 2020年６月 2021年６月 2022年６月

売上高 （千円） 2,046,434 2,596,948 2,672,627 2,498,609 2,728,149

経常利益 （千円） 71,090 122,714 48,421 273,034 241,989

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 46,172 90,348 30,566 185,771 177,592

包括利益 （千円） 46,151 90,223 30,166 186,102 177,884

純資産額 （千円） 848,459 926,738 933,015 1,110,921 1,180,956

総資産額 （千円） 1,440,091 1,545,004 1,613,344 1,909,305 1,901,269

１株当たり純資産額 （円） 347.35 380.11 382.74 456.58 500.34

１株当たり当期純利益 （円） 19.32 37.81 12.79 77.73 75.77

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） 19.19 37.41 12.67 76.79 －

自己資本比率 （％） 57.6 58.8 56.7 57.3 61.2

自己資本利益率 （％） 5.6 10.4 3.4 18.5 15.7

株価収益率 （倍） 33.2 21.5 83.1 12.9 8.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △18,041 △121,518 △30,361 872,936 △257,866

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △3,170 △94,076 △29,970 △171 8,285

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △13,748 △13,710 △28,311 △13,647 △121,525

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 625,334 396,029 307,386 1,166,504 795,398

従業員数 （名） 93 118 120 124 135

（注）１．当連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

２．第22期の自己資本利益率は、連結初年度のため期末自己資本に基づいて計算しております。

 

EDINET提出書類

株式会社アイ・ピー・エス(E05255)

有価証券報告書

 2/76



(2）提出会社の経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2018年６月 2019年６月 2020年６月 2021年６月 2022年６月

売上高 （千円） 2,033,282 2,567,148 2,672,627 2,498,609 2,711,349

経常利益 （千円） 69,227 119,972 43,209 269,840 234,297

当期純利益 （千円） 44,736 87,675 26,306 183,240 171,930

資本金 （千円） 255,250 255,250 255,250 255,250 255,250

発行済株式総数 （株） 2,466,000 2,466,000 2,466,000 2,466,000 2,466,000

純資産額 （千円） 842,111 917,716 919,733 1,095,108 1,159,480

総資産額 （千円） 1,430,186 1,536,221 1,599,110 1,891,013 1,872,797

１株当たり純資産額 （円） 344.69 376.33 377.18 449.98 491.10

１株当たり配当額
（円）

5.00 10.00 5.00 20.00 20.00

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 18.72 36.69 11.01 76.67 73.35

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
（円） 18.59 36.30 10.90 75.74 －

自己資本比率 （％） 57.6 58.5 56.4 57.0 61.0

自己資本利益率 （％） 5.5 10.2 2.9 18.5 15.5

株価収益率 （倍） 34.3 22.1 96.5 13.1 8.9

配当性向 （％） 26.7 27.3 45.4 26.1 27.1

従業員数 （名） 90 115 118 122 133

株主総利回り （％） 79.4 101.7 132.9 127.9 87.4

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (109.7) (100.6) (103.8) (132.1) (130.3)

最高株価 （円） 1,295 1,625 1,063 1,260 989

最低株価 （円） 521 535 437 783 589

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第26期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２．最高株価及び最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）および2022年４月４日以降は東京証

券取引所（スタンダード市場）におけるものです。
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２【沿革】

1997年６月 神戸市中央区栄町通に株式会社アイ・ピー・エスを設立、ＳＡＰ社Ｒ/３導入事業を開始。

1999年１月 神戸市中央区東川崎町に本社移転。

2000年３月 神戸市中央区東川崎町に有限会社アイピーエス・ノートを設立。

2000年８月 有限会社アイピーエス・ノートを株式会社アイピーエス・ノートに組織変更。

2001年４月 株式会社アイピーエス・ノートの業務を当社に移管。

2001年４月 大阪市北区に大阪支店を新設。

2001年４月 保守開発部を新設。

2001年６月 株式会社アイピーエス・ノートを清算。

2001年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

2002年９月 営業部を新設。

2002年10月 大阪支店を閉鎖。

2004年10月 東京営業所を新設。

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場

に上場。

2012年５月 本社を神戸市中央区東川崎町の別ビルに移転。

2012年８月 東京営業所を東京本社に変更。

2013年７月 大阪証券取引所と東京証券取引所の市場統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタン

ダード）に上場。

2014年５月 本社を大阪市北区に移転。

2016年９月 株式会社ワン・ハーモニー　アドバイザリーを東京都港区に設立。

2017年４月 東京本社を千代田区内幸町の日比谷国際ビルに移転。

2018年10月 株式会社ブルーミング・ネオテックを東京都千代田区に設立。

2019年12月 IPS Hanoi Co.,Ltd.をベトナムハノイに設立。

2021年５月 株式会社ブルーミング・ネオテックを株式会社スマート工場研究所に商号変更。

2022年４月 東京証券取引所の新市場区分への移行に伴い、東京証券取引所スタンダード市場に上場。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社並びに連結子会社１社、非連結子会社２社で構成されており、販売、物流、購買、会計等の

基幹業務機能をコンピュータソフトウェアの機能上に統合するＥＲＰ（Enterprise Resource Planning）用パッケー

ジソフトウェアの導入及び保守を主たる業務としております。

 なお、その他の関係会社である有限会社ファウンテンは持株会社であり、当社グループと営業上の取引はありませ

ん。

 また、当社グループはＥＲＰ導入関連事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略しておりま

す。

 当社グループの事業内容は、次のとおりです。

 

(1）ＥＲＰ導入事業

ＳＡＰ ＥＲＰはドイツに本社をもつソフトウェア開発販売会社であるＳＡＰ ＳＥ社の代表的製品であり、ＥＲ

Ｐのためのパッケージソフトウェアです。

当社グループはＳＡＰ ＳＥ社の日本法人であるＳＡＰジャパン株式会社（以下、「ＳＡＰ社」という）のパー

トナーとして、ＥＲＰの導入支援サービスを行っております。

当社グループは導入支援サービスにおいて、ＳＡＰ ＥＲＰの基本機能をベースとし、それぞれの業界が持つ特

殊な業務機能を補完するために、個々の導入会社に適していると当社が判断した形でＥＲＰ機能を再構築していく

コンサルティングサービスを提供しております。更に、ＳＡＰ ＥＲＰの機能が十分活用されるために、ＥＲＰの

導入開発技術者の派遣を行うサービスも提供しております。

当社グループはＳＡＰ社からＳＡＰ ＥＲＰの再販業者としての認定を受けており、目安として売上規模が年間

1,000億円以下の中規模事業会社に対してＳＡＰ ＥＲＰそのものの販売を行うことができるとされております。

ＳＡＰ ＥＲＰの基本機能に付加する当社得意分野の開発機能は以下のとおりです。

・ＥＤＩインターフェース

 ネットワーク上で独立した複数のコンピュータシステム間の情報交換機能を総称してＥＤＩ（Electronic

Data Interchange）といいますが、すでにある固有のＥＤＩとＳＡＰ ＥＲＰとのインターフェースを実現し

ます。

・輸出入機能

 多国籍企業にとって欠くことができない輸出入関連業務の中で特に関連文書の発行や為替管理機能を補完致し

ます。

・モバイルアプリケーションの開発

 モバイルアプリケーションに求められるセキュリティに対して、万全なセキュリティポリシーをもち、盗難・

紛失対策、ハッキング対策等に取り組んでいます。

(2）保守その他事業

当社グループは、すでにＳＡＰ ＥＲＰを導入した当社の顧客に対し、ＳＡＰ ＥＲＰの保守運用、当社グループ

が開発した周辺アプリケーションソフトウェアとインターフェイスの保守運用、導入済みのＳＡＰ ＥＲＰに一部

改善機能を付与するプログラム開発等を目的として、総合的な保守業務を行っております。

ＳＡＰ ＥＲＰを既に導入した事業会社はＳＡＰ社と直接保守契約を結ぶことにより、ＳＡＰ社が常時行ってい

る追加機能開発によるＳＡＰ ＥＲＰの新バージョンを得る権利を取得しておりますが、事業会社は既存バージョ

ンからの更新を保守業者に委託するのが一般的となっており、当社グループはこのようなＳＡＰ ＥＲＰのバー

ジョンアップサービスも保守業務の一環として提供しております。

なお、当社保守開発部は、このような保守運用サービスとともに上記のＳＡＰ ＥＲＰ新バージョンの機能検証

や、ＥＲＰ導入事業の項目で示しましたＳＡＰ ＥＲＰにはない個々の企業に適した業務機能について調査研究す

ることや当社独自の開発商品の研究開発も行っております。
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事業の系統図は、以下のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有

割合（％）
関係内容

株式会社ワン・ハーモ

ニー　アドバイザリー
東京都港区 10

情報システム開発

コンサルティング
100 役員の兼任　2人

その他の関係会社

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の被所
有割合（％）

関係内容

有限会社ファウンテン 大阪市北区 3
有価証券の取得、

保有及び売却
30.1 役員の兼任　１人

 

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2022年６月30日現在

事業部門別 従業員数（名）

ＥＲＰ導入事業 98

保守その他事業 28

全社（共通） 9

合計 135

（注） １．従業員数は、就業人員です。

       ２．当社グループは、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を記載しております。

 

(2）提出会社の状況

2022年６月30日現在

事業部門別 従業員数（名）

ＥＲＰ導入事業 96

保守その他事業 28

全社（共通） 9

合計 133

（注） １．従業員数は、就業人員です。

       ２．当社は、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を記載しております。

   2022年６月30日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

133 36.6 6.3 6,887

（注） 平均年間給与については、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

(1）会社の経営の基本方針

　当社グループの経営方針は、

①　SAP ERPの導入支援を通じてお客様の経営革新、ビジネス革新を支援すること。

②　導入品質、コスト、納期（以下QCDと呼ぶ）及び顧客に対する付加価値の醸成を顧客満足の４大要素と考え

て、それらをより高次元に引き上げて提供すること。

③　陳腐化した技術、付加価値の低いサービスを廉価に提供するのではなく、先進的な技術を背景に、当社にしか

出来ないサービスを追求し提供することにより、高い収益性を得ること。

④　ビジネスにおいてお客様に上記のサービスを提供することと共に、新しい技術の習得や開発、従来の技術の研

鑚、製品開発や標準化、教育等の研究開発が極めて重要であり、全社を挙げてこれらに取り組むこと。

　以上を基本方針としております。

 

　当社グループの経営理念は、

“お客様の驚きと満足、当社社員並びに株主の皆様の喜びを実現すること”であります。

　当社グループが提供する新しい技術やサービスによってお客様がビジネスにおいて新たな成果を得ることで、お

客様に驚きや満足を感じて頂き、また、同時にそれらを達成することを通して、全社員が目標達成や自己の成長の

喜びを感じ、結果として社員並びに株主の皆様と利益配分の喜びを共有することであります。

　これらを念頭に、創業以来ＳＡＰ ＥＲＰを導入販売することを通して、お客様が市場環境において迫られてい

る経営革新、ビジネス革新を情報システムの面から支援すること、その為に技術、品質、納期、コスト、利益を徹

底して追求し、最大のサービスを顧客に提供することに邁進しております。

 

(2）目標とする経営指標

　当社グループは、着実な健全経営を主眼としており、経営指標としては売上高経常利益率、自己資本比率を重視

しております。具体的な達成目標値は定めておりませんが、売上高経常利益率で５％、自己資本比率で80％を基準

として運営しております。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当社グループの基幹ビジネスであるSAPビジネスは現在堅調であります。お客様である企業においては、厳しさ

を増す市場環境や技術革新、働き方改革を背景に、今後より一層の生産性向上が求められます。従って、企業に

とってERPは益々重要・不可欠な存在となり、SAP市場も中長期にわたり堅調に推移すると思われます。しかしなが

ら、企業の競争環境の変化やＩＴ技術の変化に応じて、企業のニーズはより高度かつ多様に変化していくことが想

定されます。

　そこで当社グループは以下の二つの取り組みを推進しております。

①　デリバリー体制及び製品開発体制の強化

　　2022年度から130人体制へと体制増強を進めると共に組織改革を推進し、デリバリー体制の強化を図ると同時

にサービスや製品の開発・改善を行う体制の強化を図ることで、QCDの一層の向上に努め、新たな技術への対応

を進めます。

②　新しい技術の研究開発の推進

　　RPAやAI、IoTは新たなビジネスチャンスを生み、今後10年が普及期となり、より大きな市場になると想定して

います。そこでこれらの分野の研究開発に取り組み、利用技術やソリューションを開発し、実ビジネスを確立す

ると共に、上記SAPビジネスと連携することで相乗効果を狙ってまいります。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

（１）及び（３）に記載の経営の基本方針及び中長期的な会社の経営戦略を実行していくうえで、当社グループ

が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題は以下のとおりであります。

IT業界においては、これまでの10年様々なIT技術の開発が進められ実用化されてまいりました。一方ERP業界は

比較的変化の少ない10年でした。しかしながらこれからの10年は、そのような新たなIT技術がERPと融合し大きな

変化がもたらされることが想定されます。既にご説明したお客様である企業の競争環境の変化、そこからもたらさ

れるニーズの変化に応える為にも、これらの技術変化へいち早く対応していくことが求められます。具体的には次

の四つの変化、課題に対応していく必要があります。

①　SAP S/4HANAへの対応継続

当社グループの独自テンプレートである「EasyOne」は、SAP S/4HANAに組み込むことにより、SAPによるパー

トナー・パッケージ・ソリューションの認定製品となりました。お客様の業務品質を高めるために、要望の高い
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パブリック・クラウドにて提供することにより、SAPの最新技術を習得するとともに、さらなる改良を続けてま

いります。

②　クラウドビジネスへの対応

　SAP S/4HANA Cloudは、そのまま活用することで、より小さな顧客負担で、素早く上質な情報基盤を手に入れ

ることが可能となります。一方、有効活用するためには、ベンダーのより高いコンサルティングサービスが必要

であり、それに向けた技術開発を進めてまいります。

③　RPAやAI等の周辺技術への対応とERPの連携

　RPAやAI等の個別技術と基幹業務を支えるERPとの連携技術、ソリューションの開発は、お客様に対して提供で

きる付加価値を格段に高めていける可能性があります。

④　人材獲得と育成

　IT業界においても人材難は深刻な問題となっており、成長の阻害要素となる可能性があります。海外も含めて

幅広く人材を求め、また、オフショア開発等海外企業との連携を強化すると共に、標準化や社員育成に注力する

ことで一層の能力開発と生産性向上を進めて克服してまいります。

 

２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のと

おりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）ＳＡＰ社との契約について

当社グループの主要な事業であるＥＲＰ導入事業において、ＳＡＰ社と「SAP Japan PartnerEdgeチャネル契約

VAR」を締結しております。

今後、ＳＡＰ社との契約において、何らかの理由で条項の変更または契約の解消がなされるなどの事情が発生

した場合は、当社グループの業績に重大な影響を与える可能性があります。

なお、ＳＡＰ社との契約は非独占的契約となっており、当社グループと同様の契約を締結している企業は他に

も国内に存在しております。また、ＳＡＰ ＥＲＰが国内市場に浸透していくにつれ、パートナー間の競争が厳し

くなる可能性があります。

(2）ＳＡＰ社製品への依存度について

当社グループの主要事業であるＥＲＰ導入事業の2022年６月期の売上高に占める割合は68.4％となっており、

同社製品に対する依存度が高くなっております。また、保守その他事業につきましてもＳＡＰ ＥＲＰに関連する

ものであり、同社への依存度は高くなっております。そのため、同社製品の市場競争力の動向や、同社の新製品

開発に対する当社グループの対応力によっては、当社グループの業績に重大な影響を与える可能性があります。

(3）業績の変動要因について

一般企業にＥＲＰソフトの導入支援を請け負う場合、カットオーバー（完成納入）を納期どおり安定的に行う

必要があります。当社グループの責任によりカットオーバーの時期が延びる場合は、業績に影響を与えます。

また、請負業としてカットオーバー後の当社グループ独自開発部分については瑕疵担保責任を負っていること

から、瑕疵が重大な場合は当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(4）人材の確保について

当社は、現在当社グループの主力事業であるＥＲＰ導入事業を推進するうえでサービスの品質、開発力の双方

から、優秀な技術者の養成、確保並びに当社への定着が重要であると認識しております。今後当社の事業を拡大

する上では、人材の質・量を確保することが不可欠であり、当社が必要とする優秀な技術者が確保できない場合

には、当社の事業展開が制約される可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

経営成績等の状況の概要

(1）経営成績

 当連結会計年度における連結経営成績は以下のとおりであります。

 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の度重なる影響により回復の兆しがみえてき

ません。また、ウクライナ情勢の影響による原油価格の高止まりや欧米の金融政策転換など景気動向への不安材料

が多く、先行きは極めて不透明な状況です。

 当社グループを取り巻く環境におきましては、原材料価格の上昇や大幅な円安傾向など景気の不透明感により、

企業の情報システム投資に対する慎重姿勢は継続しているものの、生産性向上や業務効率化を目的としたシステム

の更新需要は底堅く推移しております。

 かかる状況の下、準大手および中堅企業のERP導入短縮化と業務品質向上を支援する当社グループのパッケー

ジ・ソリューション「EasyOne runs on RISE with SAP S/4HANA Cloud」がSAPジャパンのパートナー・パッケー

ジ・ソリューションとして承認されました。このパッケージ・ソリューションにより、基幹システムと最新デジタ

ル技術が短期間で導入可能となり、コストの削減もはかれ、お客様からの引合も徐々に増えてきております。さら

に、AIを活用した需要予測や業務品質向上を支援するべくスマート工場化の支援もすすめております。また、営業

活動においては、中堅成長企業のためのDXフォーラムを開催するなど、新型コロナウイルス感染症防止に対応し、

Webセミナーやオンライン個別相談会などを積極的に推進して参りました。

 以上のような活動を推進した結果、当連結会計年度の経営成績につきましては、新規事業部門ではじめて売上計

上するなど順調に推移し、売上高27億28百万円（前期比9.2％増）となりました。利益につきましては、不採算案

件の発生などもあり、営業利益２億41百万円（前期比13.1%減）、経常利益２億41百万円（前期比11.4%減）、親会

社株主に帰属する当期純利益１億77百万円（前期比4.4%減）となりました。

 なお、当社グループはERP導入関連事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略しておりま

す。製品及びサービス毎の情報は以下のとおりであります。

 

（ＥＲＰ導入事業）

 売上高18億67百万円（前期比16.7％増）となりました。

（保守その他事業）

 売上高８億60百万円（前期比4.2％減）となりました。

 

（２）経営上の目標の達成状況

　当社グループは収益力の指標である売上高経常利益率を重視しており同指標５％、また、自己資本比率80％を

経営上の指針としております。

　なお、当連結会計年度の売上高経常利益率は8.9％、自己資本比率は61.2％となりました。

 

生産、受注及び販売の実績

当社グループは、単一セグメントであるため、事業部門別に記載しております。

(1）生産実績

 当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。

事業部門
当連結会計年度

（自 2021年７月１日
至 2022年６月30日）

前年同期比（％）

ＥＲＰ導入事業（千円） 1,825,012 110.2

保守その他事業（千円） 860,880 95.8

合計（千円） 2,685,892 105.1

（注）金額は、販売価格によっております。
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(2）外注実績

 当連結会計年度における外注実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。

事業部門
当連結会計年度

（自 2021年７月１日
至 2022年６月30日）

前年同期比（％）

ＥＲＰ導入事業（千円） 444,705 92.4

保守その他事業（千円） 321,867 96.0

合計（千円） 766,572 93.9

 

(3）受注実績

 当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。

事業部門 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ＥＲＰ導入事業 1,894,511 125.8 458,546 106.3

保守その他事業 803,267 85.6 180,492 75.8

合計 2,697,778 110.4 639,038 95.5

 

(4）販売実績

 当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりです。

事業部門
当連結会計年度

（自 2021年７月１日
至 2022年６月30日）

前年同期比（％）

ＥＲＰ導入事業（千円） 1,867,268 116.7

保守その他事業（千円） 860,880 95.8

合計（千円） 2,728,149 109.2

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自 2020年７月１日
至 2021年６月30日）

当連結会計年度
（自 2021年７月１日
至 2022年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社カナデン － － 435,482 16.0

ニチバン株式会社 462,414 18.5 359,464 13.2

第一実業株式会社 378,421 15.1 － －

２．前連結会計年度の株式会社カナデン及び当連結会計年度の第一実業株式会社の当該割合が100分の10未満の

ため、記載を省略しております。
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経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

(１）当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

a.経営成績等

①財政状態

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産は２百万円増加し16億14百万円となりました。

主な内訳は、現金及び預金が３億71百万円減少し７億95百万円、売掛金が４億４百万円増加し５億93百万円、仕

掛品が42百万円減少し67百万円であります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は10百万円減少し２億86百万円となりました。

主な内訳は、有形固定資産が10百万円減少し66百万円、ソフトウエアが４百万円減少し５百万円、繰延税金資産

が15百万円増加し96百万円であります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債は１億28百万円減少し４億32百万円となりました。

主な内訳は、買掛金が19百万円増加し69百万円、前受金が57百万円減少し１億80百万円であります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債は50百万円増加し２億87百万円となりました。

主な内訳は、退職給付に係る負債が54百万円増加し２億78百万円であります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は70百万円増加し11億80百万円となりました。

主な内訳は、利益剰余金が１億29百万円増加し８億91百万円であります。

 

②経営成績

（売上高）

売上高は２億29百万円増加し27億28百万円となりました。

ＥＲＰ導入事業においては、２億67百万円増加し売上高18億67百万円となりました。

保守その他事業においては、38百万円減少し売上高８億60百万円となりました。

（売上原価）

売上原価は、２億50百万円増加し19億71百万円となりました。

（販売費及び一般管理費）

販売費及び一般管理費は、15百万円増加し５億15百万円となりました。

主な内訳は、給料及び手当１億37百万円、支払手数料60百万円、役員報酬61百万円であります。

（営業利益）

売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した営業利益は36百万円減少し２億41百万円となり、売上高営業利

益率は8.9％となりました。

（営業外損益）

営業外損益は、営業外収益３百万円から営業外費用２百万円を差し引いた純額０百万円の利益となりました。

（経常利益）

営業利益に営業外損益を加減算した経常利益は31百万円減少し２億41百万円となり、売上高経常利益率は8.9％と

なりました。

（親会社株主に帰属する当期純利益）

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計額が72百万円となった結果、親会社株主に帰属する当期純

利　益は８百万円減少し１億77百万円となり、売上高当期純利益率は6.5％となりました。
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③キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ３億71百万円減少し７億95百

万円となりました。

なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益２億49百万円（前期は２億73百万円）、減価償

却費16百万円（前期は20百万円）、売上債権の増加による支出４億４百万円（前期は６億10百万円の収入）、棚卸

資産の減少による収入42百万円（前期は56百万円の支出）、仕入債務の増加による収入19百万円（前期は67百万円

の支出）、前受金の減少による支出57百万円（前期は39百万円の収入）等により、全体として２億57百万円の支出

（前期は８億72百万円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、関係会社株式の売却による収入10百万円などにより、全体として８百万

円の収入（前期は０百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出84百万円、配当金の支払による支出47百万円

（前期は11百万円の支出）などにより、全体として１億21百万円の支出（前期は13百万円の支出）となりました。

 

b.経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

働き方改革関連法が2019年４月に施行され、さらに新型コロナウイルス感染症の予防のための在宅勤務が定着

化しつつある中で、業務効率化は急務の課題であります。課題解決に不可欠なのが、ＩＴ活用であり、さらにＥ

ＲＰを導入することにより働き方改革と経営への貢献を同時にすすめることが可能となります。当社グループ

は、ＲＰＡ（Robotic Process Automation)を活用しながら、ＥＲＰを効率よく導入していただくことにより顧客

層を拡げ、経営基盤の強化・確立を図ってまいります。

 

（２）キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローは、「(1)当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識

及び分析・検討内容　a.経営成績等　③キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

当社グループの資金需要は、営業活動においてはERP導入等に要する外注費や、広告宣伝費等販売費及び一般管理

費における営業費用等です。投資活動においては、販売目的ソフトウエアの開発等が主な内容です。当社グループ

は、これらの事業運営上必要な資金の調達を、銀行借入及び自己資金にて賄っております。

 

(３）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。なお、重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項 （連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載しております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、決

算日における財政状態、経営成績に影響を与えるような見積りを必要としております。当社グループ経営陣は、過

去の実績値や現状を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的に見積りを実施しております。

しかしながら、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合があります。また、当社グループ

では、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される見積りに大きな影響を及ぼす

と考えております。

 

（受注損失引当金）

ソフトウエアの請負契約に基づく開発案件のうち、当連結会計年度末において、将来の損失が見込まれ、かつ当

該損失額を合理的に見積ることができるものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。し

かしながら、開発工程における不具合や遅延等の発生により見積り費用を超過した場合、損失又は追加的な引当金

の計上が必要となる可能性があります。
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４【経営上の重要な契約等】

当社グループが許諾を受けている重要な契約は次のとおりです。

提出会社

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期限

ＳＡＰジャパン株式会社 日本
SAP Japan PartnerEdge

チャネル契約VAR

SAP SE(ドイツ)で製造さ

れたSAP ERPパッケージ

等のソフトウェアを販売

促進及び頒布し、関連

サービスの提供を許諾さ

れるもの

終了されるまで有効に

存続する

 

５【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は主として日々バージョンアップされるＳＡＰ ＥＲＰに関連したソフトウェアの検

証を行っております。ＳＡＰ ＥＲＰを導入する過程で、ＳＡＰ ＥＲＰの基本機能には用意されていない特殊業務の

開発を順次行っておりますが、その前提となる付与された新機能の細部までの検証と、他機能との関連を予め十分に

調査しておかなければ不具合の原因となります。この綿密な基礎的検証活動は、ＳＡＰ ＥＲＰの導入においては、

より高品質で短納期での導入を技術的に可能にし、高付加価値を提供する源泉となっております。

さらに、SAP S/4HANAを当社グループの独自テンプレートEasyOneに組み込むことにより、お客様に次世代の業務

ツールとして活用していただくための研究開発を進めております。

なお、当連結会計年度における当社グループの研究開発費は3,894千円です。

また、当社グループは、単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は１百万円であり、器具備品の取得であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却はありません。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりです。

(1) 提出会社

2022年６月30日現在
 

事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）

建物
工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

車両運搬具 合計

本社

（大阪市北区）
全社共通 事務所 25,363 5,827 － 5,871 37,062 123

東京本社

（東京都千代田区）
全社共通 事務所 3,541 1,879 － － 5,421 12

保養所兼研修用施設

（兵庫県赤穂市南野

中）

全社共通
保養所兼

研修用施設
0 －

18,863

(634.70)
－ 18,863 －

（注）上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

 

2022年６月30日現在
 

事業所名 事業部門の名称 設備の内容
年間賃借及びリース料

（千円）

本社 全社共通 事務所（賃借） 73,162

東京本社 全社共通 事務所（賃借） 23,283

 
 

(2）国内子会社

該当事項はありません。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,848,000

計 8,848,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年９月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,466,000 2,466,000
東京証券取引所

（スタンダード市場）
（注）

計 2,466,000 2,466,000 － －

（注） 当社は、１単元の株式数を100株とする単元株制度を採用しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

2021年６月８日取締役会決議（第６回新株予約権）

付与対象者の区分及び人数 取締役　2名

従業員　3名

新株予約権の数（個）※ 752（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類　※ 普通株式（注）１

新株予約権の目的となる株式の数（株）※ 75,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,053（注）１

新株予約権の行使期間　※ 自 2023年６月22日

　至 2027年６月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）※

発行価格   1,500（注）２

　資本組入額   750（注）２

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※ （注）４

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※　当事業年度の末日（2022年６月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現

在（2022年８月31日）にかけて変更された事項はありません。

（注）１．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる株式１株当たりの払込価額(以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行使価額

は、割当日の属する月の前月の各日(終値のない日を除く。）における東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値(気配表示を含む。以下同じ。）の平均値、または割当日の前営業日の終値(当該営業日に終

値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い額に1.05を乗じた金額(１円未満の端数につい

ては、これを切り上げるものとする。）とする。

なお、割当日後に、当社が当社普通株式につき株式分割(無償割当を含む。）または株式併合を行う場合

は、行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整の結果生じる１円未満の端数については、これを切

り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×１/分割または併合の比率
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２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増

加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３．新株予約権の行使の条件

①対象者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役、執行役員又は従業員であることを要するものと

する。対象者が当社の取締役、監査役、執行役員又は従業員のいずれでもなくなった時は新株予約権は失効

する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があり取締役会が承認した場合はこの限り

ではない。

②新株予約権の一部行使はできないものとする。

③割当日以降、5営業日(終値のない日を除く。）連続して東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値が、その時点で有効な行使価額に1.05を乗じた額(１円未満の端数については、これを切り上げるもの

とする。）以上となるまでは、新株予約権を行使することはできないものとする。

④その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定するものとする。

４．譲渡による新株予約権の取得制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要するものとする。

５．当社が消滅会社となる合併契約書が当社株主総会で承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交

換契約もしくは株式移転計画につき当社株主総会(株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会）で承認され

たときは、合併期日、株式交換期日または株式移転期日以降、新株予約権を行使することはできないものと

する。

 

会社法に基づき定時株主総会において決議した新株予約権は、次のとおりであります。

2022年９月27日定時株主総会決議（第7回新株予約権）

付与対象者の区分及び人数 取締役・従業員（注）１

新株予約権の数（個） 4,000個を上限とする。

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 （注）２

新株予約権の目的となる株式の数（株） 400,000株を上限とする。（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）５

新株予約権の行使期間 新株予約権の割当をした翌日から起算して2年経過後

から4年間とする。

新株予約権の行使の条件 （注）７

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）10

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）11

 

（注）１．付与対象者の区分及び人数

         当社の取締役及び従業員

     ２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　株式の種類は普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は新株予

約権１個当たり100株とする。ただし、当社が当社普通株式につき株式分割（無償割当を含む。）または株式併

合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割または併合の比率

　調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　なお、新株予約権の目的である株式の総数は、400,000株を上限とする。ただし、上記により付与株式数が調

整される場合には、調整後付与株式数に下記３．記載の新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。

     ３．発行する新株予約権の総数

 4,000個を上限とする。

     ４．新株予約権と引換えに金銭を払い込むことの要否

 新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要しない。

     ５．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる株式１株当たりの払込価額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行使価額
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は、割当日の属する月の前月の各日（終値のない日を除く。）における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値、または割当日の前営業日の終値（当該営業日に終値

がない場合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い額に1.05を乗じた金額（１円未満の端数について

は、これを切り上げるものとする。）とする。なお、割当日後に、当社が当社普通株式につき株式分割（無償割

当を含む。）または株式併合を行う場合は、行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整の結果生じる

１円未満の端数については、これを切り上げるものとする。

　　　　調整後行使価額＝調整前行使価額×１/分割または併合の比率

 

     ６．新株予約権を行使することができる期間

 新株予約権の割当をした翌日から起算して２年間経過後、４年間とする。

 

     ７．新株予約権の行使の条件

①　割当日以降、５営業日（終値のない日を除く。）連続して東京証券取引所における当社普通株式の普通取引

の終値が、その時点で有効な行使価額に1.05を乗じた額（１円未満の端数については、これを切り上げるも

のとする。）以上となるまでは、新株予約権を行使することはできないものとする。

②　当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認されたとき、または当社が完全子会社となる株式交換

契約もしくは株式移転計画につき当社株主総会（株主総会決議が不要な場合は、当社取締役会）で承認され

たときは、合併期日、株式交換期日または株式移転期日以降、新株予約権を行使することはできないものと

する。

③　その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定するものとする。

 

     ８．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項。

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げるものとする。

       ②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の

          資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

     ９．新株予約権の取得条項

        新株予約権の取得条項は定めない。

 

   10. 譲渡による新株予約権の取得制限

         譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要するものとする。

 

   11. 組織再編行為時における新株予約権の取扱い

         当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

         上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残

         存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

         法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下

         の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社

         は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付す

         る旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画におい

         て定めた場合に限るものとする。

       ①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　 　 　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

       ②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
        　 再編対象会社の普通株式とする。
       ③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記②に準じて決定する。

       ④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整し

て得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。

       ⑤　新株予約権を行使することができる期間

 上記６．に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうち

いずれか遅い日から、上記６．に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

       ⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

  上記８．に準じて決定する。
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       ⑦ 譲渡に関する新株予約権の取得の制限

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。

       ⑧ 新株予約権の取得の条件

 上記10．に準じて決定する。

 

   12. 新株予約権の公正価額

  新株予約権１個当たりの公正価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸条件を基に、ブラック

ショールズモデルを用いて算定するものとする。

 

   13. その他

        新株予約権の割当は、当社取締役会が上記新株予約権発行の目的を達成するために必要と認める条件を定める

        新株予約権割当契約を割当対象者との間で締結し、これに基づいて行うものとする。

 

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

2022年６月30日現在
 

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2014年１月１日

（注）
2,441,340 2,466,000 ― 255,250 ― 94,202

（注）株式分割（１株を100株に分割）によるものです。

（５）【所有者別状況】

       2022年６月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 19 19 14 4 1,635 1,692 －

所有株式数

（単元）
－ 32 748 7,567 335 21 15,947 24,650 1,000

所有株式数の

割合（％）
－ 0.13 3.03 30.70 1.35 0.09 64.69 100 －

（注）１．自己株式140,100株は、「個人その他」に1,401単元含めて記載しております。

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。

（６）【大株主の状況】

  2022年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

有限会社ファウンテン 大阪市北区大深町３番１号 720,000 30.96

渡邉 寛 兵庫県西宮市 245,000 10.53

小池　博幸 長野県茅野市 67,200 2.89

田中　晴美 神戸市東灘区 58,500 2.51

高田　智士 石川県金沢市 55,500 2.38

山下　　博 大阪府泉南市 48,000 2.06

久下　直彦 兵庫県三田市 38,200 1.64

林　　晃司 大阪府寝屋川市 24,100 1.03

河野　俊二 大阪府豊中市 20,000 0.86

長沢　光浩 長野県長野市 20,000 0.86

計 － 1,296,500 55.74

（注）上記の他、自己株式が140,100株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 140,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,324,900 23,249 －

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数  2,466,000 － －

総株主の議決権  － 23,249 －

（注）   「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アイ・

ピー・エス

大阪市北区大深町3

番1号グランフロン

ト大阪タワーＢ16階

140,100 － 140,100 5.68

計 － 140,100 － 140,100 5.68

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】   会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2021年10月13日）での決議状況

　取得期間（2021年10月14日～2021年12月30日）
100,000 100,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 100,000 84,365,200

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － －
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（新株予約権の権利行使） 30,400 24,380,800 － －

保有自己株式数 140,100 － － －

（注）1.　当事業年度の内訳は、ストック・オプションの行使（株式総数30,400株）であります。

     2.　当期間における処理自己株式数には、2022年９月１日から有価証券報告書提出日までに処理されたものは

　　　　含めておりません。

     3.　当期間における保有自己株式数には、2022年９月１日から有価証券報告書提出日までに処理されたものは

　　　　含めておりません。

 

３【配当政策】

当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益還元を重要課題の一つと認識しております。また、同時に将来の事

業展開のため、ＳＡＰ社ＳＡＰ ＥＲＰの元請会社として安定した財務体質とキャッシュ・フローを確立して経営基

盤を強化していく方針であります。かかる方針のもと、中長期的な視野から必要な内部留保の確保を念頭におきなが

ら、業績、財政状態及び配当性向等を勘案しながら検討することとしております。また、当社は株主総会決議による

年１回の期末配当を基本方針としております。

このような方針に基づき、第26期におきましては、2022年９月27日開催の定時株主総会において、１株につき20.0

円の配当を実施することを決定致しました。

また、内部留保資金につきましては、将来の事業基盤の拡充などに有効活用する予定であります。

当社は、毎年12月31日を基準日として、取締役会の決議をもって、中間配当を行うことができる旨を定款に定めて

おります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

2022年９月27日 定時株主総会決議 46,518 20.0

 

 

EDINET提出書類

株式会社アイ・ピー・エス(E05255)

有価証券報告書

22/76



４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、変化の激しい経営環境に対処すべく経営判断の迅速化を図るとともに企業規模に即したコーポレート

ガバナンス体制を構築しております。

また、経営の透明性、健全性を確保するためディスクロージャーの充実に努めております。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ. 企業統治の体制の概要

当社は、監査役会制度を採用しております。監査役会は社外監査役２名含む３名体制で、毎月１回の定時監査

役会のほか、必要に応じて臨時監査役会を開催し、各監査役は監査役会が定めた監査基準、監査計画に基づき、

業務執行の適法性について監査しております。さらに、内部監査室と連携し、各種法令及び社内規則遵守の準拠

性に関する監査を通じ、透明性と適時適切なチェック機能や経営監視機能を発揮しております。

取締役会は取締役５名（社外取締役１名）で構成され、毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取

締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定し、業務執行の状況を常に監督しており

ます。また、機動的に経営会議を開き、経営の透明性・公正性・迅速な意思決定の維持・向上に努めておりま

す。

なお、取締役会及び監査役会の構成員の氏名は、（２）〔役員の状況〕①役員一覧に記載する取締役５名及び

監査役３名であります。

（企業統治体制の概要図）

ロ. 企業統治の体制を採用する理由

監査役会設置会社として独立・公正な立場で、取締役の重要な業務執行に対する有効性および効率性の検証を

行う等、客観性および中立性を確保したガバナンス体制を整えており、経営の監視機能の面では十分に機能する

体制が整っているものと判断しております。

当社は、コーポレート・ガバナンスの基礎となるコンプライアンス（法令遵守）につきましては「管理部」が

統括し、弁護士、公認会計士、幹事証券会社等の社外専門家と連携を取りつつ、役員から従業員に至るまで周知

徹底を図っております。

なお、社外取締役及び社外監査役の選任においては、東京証券取引所の規程等に定める独立性に関する諸規定

に基づき、様々な分野における豊富な知識と実績を有し、かつ経営陣からの独立性の確保を考慮した人選をして

おります。

 

③　企業統治に関するその他の事項

当社は、業務の適正を確保するための体制の構築に関する基本方針を定め、体制構築をすすめております。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

６．当社並びに親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
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７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

10. 反社会的勢力排除に向けた体制

 

④　内部統制システムの整備の状況

当社は、コーポレート・ガバナンスの基礎となるコンプライアンス（法令遵守）につきましては「管理部」が

統括し、弁護士、公認会計士、幹事証券会社等の社外専門家と連携を取りつつ、役員から従業員に至るまで周知

徹底を図っております。

 

⑤　リスク管理体制の整備の状況

当社は、リスク管理に必要な事項を社内規程等に定めるとともに、リスクに関連する予兆が取締役会等の主要

会議に報告される体制を整備しております。

また、法律上専門的な判断を要する場合には、弁護士、公認会計士等から適時アドバイスを受けております。

 

⑥　責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める金額であ

ります。

 

⑦　取締役の定数及び選任決議

当社の取締役は５名以内とする旨を定款に定めております。取締役の選任決議について、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取

締役の選任については、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

⑧　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

 

⑨　中間配当金としての剰余金の配当の決定機関

当社は、毎年12月31日を基準日とする中間配当金としての剰余金の配当について、株主への機動的な利益還元

を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によることができる旨を定款に定めておりま

す。

 

⑩　自己株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得する

ことができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とするためであります。

 

⑪　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによ

る取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限

度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

これは、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

(代表取締役)
渡邉 寛 1962年11月16日生

1985年４月 コベルコシステム株式会社入社

1997年６月 当社設立代表取締役社長（現任）

2001年12月 有限会社ファウンテン取締役（現

任）
　

（注）3 245,000

取締役

事業開発室管掌
久下 直彦 1967年11月17日生

1988年４月 株式会社関西ＪＢＡ（現東芝情報

システム株式会社）入社

1997年７月 当社入社

2001年４月 当社保守開発部部長

2002年９月 当社取締役

2003年８月 当社営業部部長

2005年10月 当社経営企画室室長

2008年９月 当社取締役（現任）

2020年12月 当社事業開発室管掌（現任）
　

（注）3 38,200

取締役

 
関口　敏弘 1979年９月５日生

2002年４月 当社入社

2013年９月 当社取締役

2016年９月 当社執行役員

2021年７月 当社常務執行役員

2022年９月 当社取締役（現任）
　

（注）3 －

取締役

管理部マネージャー
中川　朋子 1971年１月24日生

1994年４月 株式会社パソナ入社

1998年２月 当社入社

2000年７月 当社管理部マネージャー

2021年９月 当社取締役管理部マネージャー

（現任）
　

（注）3 11,400

取締役 榎 卓生 1963年２月23日生

1985年10月 太田昭和監査法人（現　EY新日本

有限責任監査法人）入所

1997年４月 榎公認会計士・税理士事務所開業

1998年６月 ＳＰＫ株式会社社外監査役

2000年１月 株式会社マネージメントリファイ

ン代表取締役（現任）

2002年10月 税理士法人大手前綜合事務所代表

社員（現任）

2005年９月 株式会社きちりホールディングス

社外監査役（現任）

2011年６月 東和メックス株式会社（現　株式

会社ＴＢグループ）社外監査役

（現任）

2016年９月 当社社外取締役（現任）
　

（注）3 10,300

常勤監査役 木村 久 1955年10月19日生

1979年４月 小柳證券株式会社入社

2000年４月 つばさ証券株式会社（現 三菱UFJ

モルガン・スタンレー証券株式会

社）入社

2012年１月 当社入社

2012年９月 当社監査役（現任）
　

（注）4 －

監査役 安樂 國廣 1949年８月23日生

1974年４月 株式会社三井銀行（現　株式会社

三井住友銀行）入行

2002年２月 日本電産株式会社入社

2014年３月 安樂行政書士事務所代表（現任）

2015年９月 当社監査役（現任）
　

（注）5 1,500

監査役 秀平 徹晃 1972年４月30日生

1995年７月 長井司法書士・土地家屋調査士事

務所入所

1995年12月 司法書士試験合格

1999年１月 ひでひら司法書士事務所開業　同

代表（現任）

2016年９月 当社監査役（現任）
　

（注）5 －

計 306,400

（注）１．取締役榎卓生は、社外取締役であります。
２．監査役安樂國廣及び秀平徹晃は、社外監査役であります。
３．2022年９月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年
４．2019年９月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年
５．2022年９月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年
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②　社外役員の状況

当社は、社外取締役１名、社外監査役２名を選任しております。

社外取締役榎卓生氏は、公認会計士・税理士であり、会社財務に精通し、これまで多くの企業の監査業務や経

営指導に従事しております。また同氏は経営者として、会社運営の豊富な経験と幅広い見識を有しており、社外

取締役として経営の監視や適切な助言をいただけるものと期待し、社外取締役として選任しております。株式会

社マネージメントリファインの代表取締役、税理士法人大手前綜合事務所代表社員であり、税理士法人大手前綜

合事務所と当社は税務顧問契約を締結しております。また、「①　役員一覧」に記載のとおり当社株式を保有し

ておりますが、僅少であります。これら以外に当社との間に、人的、資本的又は取引関係その他の利害関係はあ

りません。

社外監査役安樂國廣氏は、金融業・製造業にて培った幅広い知識をもとに、客観的・中立的な経営監視を行

い、業務執行から独立した立場で意見陳述をすることにより、経営監視の面で十分機能すると考えております。

社外監査役秀平徹晃氏は、直接会社の経営に関与したことはありませんが、司法書士としての企業法務に関す

る専門的な見識を有しており、外部の視点をもって当社の社外監査役としてその職務を適切に遂行できるものと

判断し選任しております。

社外取締役及び社外監査役に期待されるコーポレート・ガバナンスにおける外部からの監視機能は、経営に対

して客観的・中立的監視が行われることで十分に当該機能を確保できると考えております。

なお、社外取締役及び社外監査役の選任にあたり、独立性に関する基準又は方針は今現在定めておりません

が、東京証券取引所が定める「独立役員の独立性に関する判断基準」を参考にしながら、業務執行者の影響を受

けず高い識見に基づいた客観的な意見が期待でき、監督・監査機能の強化に適する人材を招聘することを基本と

しております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役及び社外監査役に対しては、定期的に開催される取締役会に上程される議案について、資料等の準

備及び情報提供を事前に行うとともに、要請があればその都度補足説明を行っております。

社外監査役は、社内監査役と意思疎通を十分に図って連携し、内部統制部門からの各種報告を受け、監査役会

での十分な議論を踏まえて、客観的・中立的な視点で経営監視を行っております。また、社内監査役を通じて、

会計監査人と緊密な連携を保ち、意見及び情報交換を行っております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社における監査役監査は、監査役会については、社外監査役２名を含めた３名で組織し、経営の監視能力を

強化するものであり、日常的な監査を行うとともに、取締役会をはじめ重要な会議に出席し、適宜、助言・勧告

を行っており、客観性及び中立性の確保に努め円滑に機能しております。

　当事業年度において当社は監査役会を12回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであ

ります。

氏名 開催回数 出席回数

木村　　久 12 12

安樂　國廣 12 12

秀平　徹晃 12 12

　監査役会における主な重点監査項目として、リスク管理体制・コンプライアンス体制の運用状況、財務報告に

係る内部統制の整備状況、会社財産の管理状況等について取り組み、監査役会が定めた監査基準、監査計画に基

づき、業務執行の適法性について監査しております。

　また、常勤の監査役の活動として、週次で行われる経営会議等社内の重要な会議に出席し、課題がある場合に

は改善に向けた提言を行いました。

 

② 内部監査の状況

当社における内部監査は、社長直属の内部監査室を設置し、その人員は２名であり監査計画に基づき定期的に

内部監査業務を執行しております。

 

③ 会計監査の状況

a.会計監査人の名称

　　太陽有限責任監査法人

 

b.継続監査期間

　　14年間

 

c.業務を執行した公認会計士

　　池田　哲雄

　　則岡　智裕

 

d.監査業務に携わる補助者の構成

　　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他10名であります。

 

e.会計監査人の選定方針と理由

　会計監査人の選任に際しては、監査役会において会計監査人の選定基準を設けて、会計監査人が会計監査を適

正に行うために必要な品質管理の基準を遵守しているか確認しています。また、監査役会は会計監査人の職務の

執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が法定の解任事由に該当すると認められる場合は、監

査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

なお、当社の会計監査人である太陽有限責任監査法人は、会計監査人に求められる独立性や法令遵守などの品

質管理体制を有し、当社の会計監査が適正におこなわれることを確保する体制を備えているものと評価しており

ます。

 

f.監査役及び監査役会による会計監査人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、会計監査人に対して評価をおこなっております。主に会計監査人の品質管理、

監査チームの独立性、監査報酬等、監査役等とのコミュニケーション、経営者等との関係及びグループ監査の項

目について個別に確認をしたうえで、総合的に評価をしております。
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④　監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 13,300 － 13,300 －

連結子会社 － － － －

計 13,300 － 13,300 －

 

b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － － －

連結子会社 － － － －

計 － － － －

 

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

d.監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

e.監査報酬の決定方針

当社の監査報酬の決定方針としましては、当社の企業規模、業種及び監査日数等を勘案し、監査役会の同意を

得て決定しております。

 

f.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人員配置などの内容、前事

業年度の監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積りの算出根拠を

精査した結果、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の決定に関する基本方針の概要

当社の役員の報酬等については、持続的かつ安定的な成長による企業価値の向上を図るため、以下の考え方に

基づき決定しております。

・各役員の報酬は、取締役および監査役それぞれについて、株主総会の決議により定められた報酬等の限度額

の範囲内で役員規程等に基づき決定しております。

・中長期の企業価値を増大するための意思決定を促すために業績連動報酬のない固定報酬としております。

・取締役の報酬については取締役会により決定し、監査役の報酬については、監査役の協議により決定してお

ります。

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議内容は以下の通りです。

・取締役の報酬限度額は、2001年９月21日開催の第５回定時株主総会において年額200,000千円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない）と決議しております。

・監査役の報酬限度額は、2001年９月21日開催の第５回定時株主総会において年額50,000千円以内と決議して

おります。

 

②　基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位・職責・在任年数に応じて総合的に勘案して取締役会

　で決定し、個人別の報酬等の内容については、代表取締役へ一任することを取締役会で決議しております。

 

③　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（名）固定報酬 非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く。）
53,807 45,200 8,607 4

監査役

（社外監査役を除く。）
6,200 6,200 － 1

社外役員 7,200 7,200 － 3

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．非金銭報酬等の額は、ストック・オプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度における費

用計上額であります。ストック・オプションの内容及び交付状況は、「第４　提出会社の状況　１　株

式等の状況（２）新株予約権等の状況に記載の通りです。

④ 報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

　　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は投資株式について、株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的として保有す

る株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式に区分しており

ます。

当社の保有する投資株式は、全て純投資目的以外の目的である投資株式であり、中長期的な企業価値の向上

に資すると判断した場合を除き、保有しないことを基本方針としております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

  当社は、政策保有（純投資目的以外）の株式については、事業取引の良好な関係の構築のために保有するこ

ととしております。

ロ.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 1 2,681

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 416 取引先持株会を通じた株式の取得

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

 

ハ.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

クリヤマホールディ

ングス株式会社

3,033 2,593

取引関係の維持・強化を目的として、株

式を保有しております。定量的な保有効

果の記載は困難ですが、保有方針、保有

意義を検証しており、当事業年度末日に

おいて保有する意義があるものと判断し

ております。株式数の増加は加入する取

引先持株会を通しての購入によるもので

す。

無

2,681 1,887

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により、財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2021年７月１日から2022年６月30日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2021年７月１日から2022年６月30日まで）の財務諸表について、太陽有限責任

監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握し、会計

基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、監査法人や開示支援専門の会社等からの情報提供、これらが主催するセミナー等への参加、その他各種専門書等

の購読を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2021年６月30日)

当連結会計年度
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,166,504 795,398

売掛金 188,955 593,643

仕掛品 110,057 67,800

前払費用 132,472 145,968

未収入金 13,498 10,369

その他 900 1,296

流動資産合計 1,612,387 1,614,477

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 37,004 33,767

車両運搬具（純額） 8,803 5,871

工具、器具及び備品（純額） 11,768 7,707

土地 19,003 19,003

有形固定資産合計 ※１ 76,579 ※１ 66,349

無形固定資産   

ソフトウエア 9,480 5,215

その他 1,259 792

無形固定資産合計 10,739 6,008

投資その他の資産   

投資有価証券 1,887 2,681

関係会社株式 ※２ 20,956 ※２ 10,956

繰延税金資産 80,910 96,857

差入保証金 90,020 88,410

その他 15,824 15,529

投資その他の資産合計 209,599 214,434

固定資産合計 296,918 286,792

資産合計 1,909,305 1,901,269

負債の部   

流動負債   

買掛金 50,000 69,349

未払金 87,179 68,675

未払費用 1,962 2,768

未払法人税等 101,055 43,936

賞与引当金 13,601 9,833

前受金 238,105 180,492

未払消費税等 41,792 36,621

その他 27,579 20,682

流動負債合計 561,275 432,358

固定負債   

退職給付に係る負債 223,871 278,350

長期未払金 13,237 9,605

固定負債合計 237,109 287,955

負債合計 798,384 720,313
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2021年６月30日)

当連結会計年度
(2022年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 255,250 255,250

資本剰余金 97,538 113,145

利益剰余金 761,400 891,083

自己株式 △20,347 △95,938

株主資本合計 1,093,841 1,163,540

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △97 194

その他の包括利益累計額合計 △97 194

新株予約権 17,176 17,221

純資産合計 1,110,921 1,180,956

負債純資産合計 1,909,305 1,901,269
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
 前連結会計年度

(自　2020年７月１日
　至　2021年６月30日)

 当連結会計年度
(自　2021年７月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 2,498,609 2,728,149

売上原価 1,720,948 1,971,122

売上総利益 777,660 757,026

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 499,414 ※１,※２ 515,280

営業利益 278,246 241,745

営業外収益   

受取利息 6 9

受取配当金 47 69

未払配当金除斥益 109 124

為替差益 134 －

償却債権取立益 － 2,849

その他 47 30

営業外収益合計 345 3,084

営業外費用   

支払利息 715 278

為替差損 － 5

コミットメントフィー 1,806 1,800

支払手数料 － 755

債権放棄損 2,710 －

その他 325 －

営業外費用合計 5,557 2,840

経常利益 273,034 241,989

特別利益   

新株予約権戻入益 － 7,976

特別利益合計 － 7,976

税金等調整前当期純利益 273,034 249,965

法人税、住民税及び事業税 105,042 88,405

法人税等調整額 △17,779 △16,032

法人税等合計 87,262 72,373

当期純利益 185,771 177,592

親会社株主に帰属する当期純利益 185,771 177,592
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【連結包括利益計算書】

  (単位：千円)

 
 前連結会計年度

(自　2020年７月１日
　至　2021年６月30日)

 当連結会計年度
(自　2021年７月１日
　至　2022年６月30日)

当期純利益 185,771 177,592

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 330 291

その他の包括利益合計 ※ 330 ※ 291

包括利益 186,102 177,884

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 186,102 177,884

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 255,250 94,202 587,573 △22,223 914,802

当期変動額      

剰余金の配当   △11,945  △11,945

親会社株主に帰属する
当期純利益   185,771  185,771

自己株式の処分  3,336  1,876 5,213

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 3,336 173,826 1,876 179,039

当期末残高 255,250 97,538 761,400 △20,347 1,093,841

 

     

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 △427 △427 18,640 933,015

当期変動額     

剰余金の配当    △11,945

親会社株主に帰属する
当期純利益    185,771

自己株式の処分    5,213

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

330 330 △1,464 △1,133

当期変動額合計 330 330 △1,464 177,906

当期末残高 △97 △97 17,176 1,110,921
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当連結会計年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

     (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 255,250 97,538 761,400 △20,347 1,093,841

当期変動額      

剰余金の配当   △47,910  △47,910

親会社株主に帰属する
当期純利益   177,592  177,592

自己株式の取得    △84,365 △84,365

自己株式の処分  15,606  8,773 24,380

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 15,606 129,682 △75,591 69,698

当期末残高 255,250 113,145 891,083 △95,938 1,163,540

 

     

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 △97 △97 17,176 1,110,921

当期変動額     

剰余金の配当    △47,910

親会社株主に帰属する
当期純利益    177,592

自己株式の取得    △84,365

自己株式の処分    24,380

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

291 291 45 336

当期変動額合計 291 291 45 70,035

当期末残高 194 194 17,221 1,180,956
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
 前連結会計年度

(自　2020年７月１日
　至　2021年６月30日)

 当連結会計年度
(自　2021年７月１日
　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 273,034 249,965

減価償却費 20,385 16,169

前払費用の増減額（△は増加） 4,398 △13,560

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 35,417 54,478

受取利息及び受取配当金 △54 △79

支払利息 715 278

売上債権の増減額（△は増加） 610,405 △404,688

棚卸資産の増減額（△は増加） △56,899 42,256

仕入債務の増減額（△は減少） △67,780 19,348

前受金の増減額（△は減少） 39,413 △57,612

未払消費税等の増減額（△は減少） △14,927 △5,170

その他の資産の増減額（△は増加） 5,773 3,027

その他の負債の増減額（△は減少） 38,206 △30,784

その他 3,919 12,329

小計 892,008 △114,041

利息及び配当金の受取額 54 79

利息の支払額 △652 △214

法人税等の支払額 △18,685 △143,689

法人税等の還付額 211 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 872,936 △257,866

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △1,208

差入保証金の差入による支出 △100 △89

差入保証金の回収による収入 327 －

関係会社株式の売却による収入 － 10,000

その他 △398 △416

投資活動によるキャッシュ・フロー △171 8,285

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △11,956 △47,674

割賦債務の返済による支出 △3,219 △3,280

自己株式の取得による支出 － △84,365

自己株式の処分による収入 3,334 15,595

その他 △1,806 △1,800

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,647 △121,525

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 859,118 △371,105

現金及び現金同等物の期首残高 307,386 1,166,504

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,166,504 ※ 795,398
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　1社

連結子会社の名称　　　株式会社ワン・ハーモニー　アドバイザリー

非連結子会社の名称　　株式会社スマート工場研究所、IPS HANOI COMPANY LIMITED

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２．持分法の適用に関する事項

持分法非適用会社の名称　　株式会社スマート工場研究所、IPS HANOI COMPANY LIMITED

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として重要性がないため、持分法の適用の範囲から除外しておりま

す。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・関係会社株式　　　　移動平均法による原価法

　・その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

 

②　棚卸資産

　　仕掛品　　　　　　　個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物につきましては定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　　８～36年

工具、器具及び備品　　４～20年

 

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　特許権につきましては、定額法（８年）を採用しております。

　商標権につきましては、定額法（10年）を採用しております。

　自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につきましては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③　受注損失引当金

　　ソフトウエアの請負契約に基づく開発案件のうち、当連結会計年度末において、将来の損失が見込ま

れ、かつ当該損失額を合理的に見積ることができるものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額

を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　収益の計上基準は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと
交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　一時点で充足される履行義務として、システム導入サービスにおける開発等があり、検収完了時に収
益を認識することとしております。
　一定期間にわたり収益を認識する取引として、システム利用料や保守等のサービス提供の履行義務が
あります。履行義務が時間経過につれて充足されるため、顧客との契約に係る取引価格を契約期間にわ
たり収益を認識しております。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につきまして僅少な

リスクしか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

 

（重要な会計上の見積り）

　会計上の見積りは、連結財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。

　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結

財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりであります。

 

受注損失引当金

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額　　178千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　顧客より受注した開発案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連結会計年度以降に損失の発生が見込ま

れ、かつ、当該損失を合理的に見積る事が可能なものについては、将来の損失に備えるため翌連結会計年度以

降に発生が見込まれる損失額を受注損失引当金として計上し、対応する仕掛品と相殺して表示しております。

　受注損失引当金の見積りにおいては、プロジェクトごとの見積原価総額が請負金額を超えると予想される場

合、引当金の計上が必要となります。また、見積原価総額の算出にあたっては、プロジェクトごとの進捗を通

じてリスク管理を実施し、将来発生する工数及び外注費の見積りを実施しております。それらの将来原価総額

の見積りの前提条件の変更等が発生した場合、翌連結会計年度に係る連結財務諸表において認識する金額に重

要な影響を与える可能性があります。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　収益認識会計基準等の適用による、当連結会計年度の損益および期首利益剰余金に与える影響はありません。

　なお、収益認識会計基準第89－3項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関係」

注記については記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこと

といたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年

７月４日）第７－４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記

載しておりません。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（2021年６月30日）
当連結会計年度

（2022年６月30日）

　 94,739千円 106,176千円

 

※２　非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年６月30日）
当連結会計年度

（2022年６月30日）

関係会社株式 20,956千円 10,956千円

 

　３　コミットメントライン契約

　　運転資金の安定的かつ機動的な調達を目的に、取引銀行１行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。連結会計年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年６月30日）
当連結会計年度

（2022年６月30日）

コミットメントライン契約の総額

借入実行残高

600,000千円

－千円

600,000千円

－千円

差引額 600,000千円 600,000千円

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　2020年７月１日
　　至　2021年６月30日）

　当連結会計年度
（自　2021年７月１日

　　至　2022年６月30日）

減価償却費 4,363千円 2,823千円

役員報酬 66,840 61,000

給料及び手当 132,986 137,278

賞与引当金繰入額 13,601 9,833

退職給付費用 13,500 24,580

支払手数料 56,539 60,093

貸倒引当金繰入額 △3,000 －

 

※２　一般管理費に含まれている研究開発費は、次のとおりであります。なお、当期製造費用に含まれている

研究開発費はありません。
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　前連結会計年度

（自　2020年７月１日
　　至　2021年６月30日）

　当連結会計年度
（自　2021年７月１日

　　至　2022年６月30日）

一般管理費 4,837千円 3,894千円

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2020年７月１日
至　2021年６月30日）

当連結会計年度
（自　2021年７月１日
至　2022年６月30日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 330千円 377千円

組替調整額 － －

税効果調整前 330 377

税効果額 － △85

その他有価証券評価差額金 330 291

その他の包括利益合計 330 291
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 2,466,000 － － 2,466,000

合計 2,466,000 － － 2,466,000

自己株式     

普通株式　　　　注 77,000 － 6,500 70,500

合計 77,000 － 6,500 70,500

注　自己株式の減少6,500株は、ストック・オプションとしての新株予約権の権利行使によるものです。

 

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － 17,176

合計 － － － － － 17,176

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年９月24日

定時株主総会
普通株式 11,945 5.0 2020年６月30日 2020年９月25日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年９月28日

定時株主総会
普通株式 47,910 利益剰余金 20.0 2021年６月30日 2021年９月29日
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当連結会計年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 2,466,000 － － 2,466,000

合計 2,466,000 － － 2,466,000

自己株式     

普通株式　（注）１．２． 70,500 100,000 30,400 140,100

合計 70,500 100,000 30,400 140,100

注　１．自己株式の増加100,000株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものです。

　　２．自己株式の減少30,400株は、ストック・オプションとしての新株予約権の権利行使によるものです。

 

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － 17,221

合計 － － － － － 17,221

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年９月28日

定時株主総会
普通株式 47,910 20.0 2021年６月30日 2021年９月29日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年９月27日

定時株主総会
普通株式 46,518 利益剰余金 20.0 2022年６月30日 2022年９月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2020年７月１日
至　2021年６月30日）

当連結会計年度
（自　2021年７月１日
至　2022年６月30日）

現金及び預金勘定 1,166,504千円 795,398千円

現金及び現金同等物 1,166,504 795,398

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　車両運搬具であります。

 

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項（２）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（2021年６月30日）
当連結会計年度

（2022年６月30日）

１年内 72,634 64,873

１年超 101,886 37,013

合計 174,520 101,886
 
 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは経営活動に必要な資金の調達を銀行借入及び自己資金にて賄っております。

資金運用については、安全性の高い金融資産で運用する方針であります。また、当社グループはデリバ

ティブ取引を全く利用しておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金等は、１年以内の支払期日であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権について管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残

高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

為替や金利等の変動リスクに重要性が認められる債権債務はありません。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手

許流動性を維持することなどにより流動性リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

 

前連結会計年度（2021年６月30日）

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

 投資有価証券 1,887 1,887 －

（＊１）現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等は短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（＊２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結対照表計上額

区分 前連結会計年度（千円）

非上場株式 20,956

差入保証金 90,020

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。

 

当連結会計年度（2022年６月30日）

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

 投資有価証券 2,681 2,681 －

 差入保証金 88,410 77,116 △11,294

（＊１）現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等は短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（＊２）市場価格のない株式等は、投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計

上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
区分 当連結会計年度（千円）

 関係会社株式 10,956

 

注１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2021年６月30日）

 １年以内（千円）
１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）
10年超（千円）

現金及び預金 1,166,504 － － －

売掛金 188,955 － － －

 

当連結会計年度（2022年６月30日）

 １年以内（千円）
１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）
10年超（千円）

現金及び預金 795,398 － － －

売掛金 593,643 － － －

 

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年６月30日）　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他

　　株式

 

 

2,681

 

 

－

 

 

－

 

 

2,681

 

②時価で連結貸借対照表計に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2022年６月30日）　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 77,116 － 77,116

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

・投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１

の時価に分類しております。

・差入保証金
　将来キャッシュ・フローを返還見込日までの期間及び無リスクの利子率で割り引いた現在価値により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しており、退職給付とし

て、給与と勤務時間に基づいた一時金を支給しております。なお、簡便法により退職給付に係る負債及び

退職給付費用を計算しております。

 

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2020年７月１日
至　2021年６月30日）

当連結会計年度
（自　2021年７月１日
至　2022年６月30日）

退職給付に係る負債の期首残高 188,454千円 223,871千円

退職給付費用 37,077 57,570

退職給付の支払額 △1,659 △3,092

退職給付に係る負債の期末残高 223,871 278,350

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 
前連結会計年度

（2021年６月30日）
当連結会計年度

（2022年６月30日）

非積立型制度の退職給付債務 223,871千円 278,350千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 223,871 278,350

   

退職給付に係る負債 223,871 278,350

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 223,871 278,350

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　　　前連結会計年度　37,077千円　　当連結会計年度　57,570千円
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　2020年７月１日
至　2021年６月30日）

当連結会計年度
（自　2021年７月１日
至　2022年６月30日）

販売費及び一般管理費 414 13,650

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

（単位：千円）

 

前連結会計年度
（自　2020年７月１日

至　2021年６月30日）

当連結会計年度
（自　2021年７月１日

至　2022年６月30日）

新株予約権戻入益 － 7,976

 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

提出会社

(1）ストック・オプションの内容

 第５回新株予約権 第６回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
取締役　　５名
監査役　　４名
従業員　　18名

取締役　　２名
従業員　　３名

株式の種類別のストック・オ
プションの数（注）

普通株式　76,000株 普通株式　75,200株

付与日 2016年３月24日 2021年６月22日

権利確定条件

権利行使時においても当社の取締役、監
査役または従業員の地位にあることを要
する。ただし、任期満了による退任、定
年退職その他正当な理由があり、取締役
会が承認した場合はこの限りではない。

権利行使時においても当社の取締役、監
査役または従業員の地位にあることを要
する。ただし、任期満了による退任、定
年退職その他正当な理由があり、取締役
会が承認した場合はこの限りではない。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間 自2018年３月25日　至2022年３月24日 自2023年６月22日　至2027年６月21日

（注）株式数に換算して記載しております。

 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（2022年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 第5回新株予約権 第６回新株予約権

権利確定前　　　　　（株）
  

　前連結会計年度末
－

75,200

　付与
－

－

　失効
－

－

　権利確定
－

－

　未確定残
－

75,200

権利確定後　　　　　（株）
  

　前連結会計年度末
58,000

－

　権利確定
－

－

　権利行使
30,400

－

　失効
27,600

－
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 第5回新株予約権 第６回新株予約権

　未行使残
－

－

 

 

②　単価情報

 第５回新株予約権 第６回新株予約権

権利行使価格　　　　（円） 513 1,053

行使時平均株価　　　（円） 660 －

付与日における公正な評価単価
　　　　　　　　　　（円）

289 447

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年６月30日）
 

当連結会計年度
（2022年６月30日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 68,504千円 85,175千円

未払事業税 5,865  4,045

一括償却資産 1,841  1,768

賞与引当金 4,038  3,038

資産除去債務 2,294  2,814

長期前払費用 195  219

未払社会保険料 459  421

株式報酬費用 －  2,102

その他有価証券評価差額金 29  －

その他 272  402

繰延税金資産　小計 83,502  99,989

評価性引当額 △2,591  △3,046

繰延税金資産　合計 80,910  96,943

    

その他有価証券評価差額金 －  85

繰延税金負債　小計 －  85

    

繰延税金資産の純額 80,910  96,857

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年６月30日）
 

当連結会計年度
（2022年６月30日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％  0.3％

役員報酬 1.2％  0.1％

株式報酬費用 0.0％  1.2％

新株予約権戻入益 －  △1.0％

住民税均等割 0.4％  0.4％

評価性引当額の増減 △0.3％  0.2％

税額控除 －  △2.6％

その他 △0.2％  △0.3％
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前連結会計年度

（2021年６月30日）
 

当連結会計年度
（2022年６月30日）

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.0％  29.0％
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（資産除去債務関係）

　当社は、本社等オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有

しております。

　なお、賃貸借契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当

該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当期の負担に属する金額

を費用計上する方法によって会計処理をしております。

 

（収益認識関係）

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　売上収益は顧客に提供するサービスの種類により、「ERP導入事業」「保守その他事業」に分解しておりま
す。売上収益はすべて顧客との契約から生じたものであり、売上収益の分解情報は次のとおりであります。

当連結会計年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 ERP導入事業 保守その他事業

顧客との契約から生じる収益 1,867,268 860,880

外部顧客への売上高 1,867,268 860,880

（注）グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

 

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「１．連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項「注記事項　４．会計方針に関する事項」「（５）

重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①顧客との契約から生じた債権及び契約負債残高

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高は、以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 188,955 593,643

契約負債 238,105 180,492

　連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に含まれており、契約負債は、主に保

守サービスにかかる顧客からの前受金に関連するものであります。当連結会計年度に認識した収益のうち、期

首現在の契約負債（前受金）残高に含まれていた額は、238,105千円です。

 

②残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に取引価

格に含まれていない重要な金額はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、ERP導入関連事業の単一セグメントであるために、記載を省略しております。

 

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 ERP導入事業 保守その他事業 合計

外部顧客への売上高 1,599,624 898,985 2,498,609

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高

ニチバン株式会社 462,414

第一実業株式会社 378,421

（注）当社グループは、ERP導入関連事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載は省略しておりま

　　す。

 

 

当連結会計年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 ERP導入事業 保守その他事業 合計

外部顧客への売上高 1,867,268 860,880 2,728,149

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高

株式会社カナデン 395,893

ニチバン株式会社 374,598

（注）当社グループは、ERP導入関連事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載は省略しておりま

　　す。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

重要性が乏しいため、記載しておりません。

 

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2020年７月１日
至　2021年６月30日）

当連結会計年度
（自　2021年７月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり純資産額 456円58銭 500円34銭

１株当たり当期純利益 77円73銭 75円77銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 76円79銭 －

 

（注）１．当連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、希薄化効果を有している潜在株式が

　　　　存在しないため記載しておりません。

　２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

（自　2020年７月１日
至　2021年６月30日）

当連結会計年度
（自　2021年７月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 185,771 177,592

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（千円）
185,771 177,592

普通株式の期中平均株式数（株） 2,389,862 2,343,870

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

普通株式増加数（株） 29,404 －

（うち新株予約権（株）） （29,404） （－）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

－

2021年６月８日開催の取締

役会決議による新株予約権

普通株式　75,200株

 

（重要な後発事象）

　当社は2022年9月27日開催の定時株主総会において、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、

当社の取締役及び従業員に対し、特に有利な条件をもって新株予約権を発行すること及びその募集事項の決定

を当社取締役会に委任することを決議しました。

　なお、ストック・オプションの詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　１．株式の状況（２）新株

予約権等の状況①ストック・オプション制度の内容」に記載しております。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

　　　　 該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 683,407 1,365,498 1,904,848 2,728,149

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
80,998 99,697 141,357 249,965

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
54,682 66,982 95,090 177,592

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
22.81 28.24 40.47 75.77

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
22.81 5.19 12.20 35.47
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年６月30日)
当事業年度

(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,139,765 765,037

売掛金 188,955 586,823

仕掛品 110,057 67,800

前払費用 132,332 145,828

未収入金 13,171 10,369

その他 833 1,296

流動資産合計 1,585,114 1,577,156

固定資産   

有形固定資産   

建物 37,004 33,767

車両運搬具 8,803 5,871

工具、器具及び備品 11,768 7,707

土地 19,003 19,003

有形固定資産合計 76,579 66,349

無形固定資産   

ソフトウエア 9,480 5,215

特許権 397 5

商標権 74 －

電話加入権 787 787

無形固定資産合計 10,739 6,008

投資その他の資産   

投資有価証券 1,887 2,681

関係会社株式 30,956 20,956

長期前払費用 1,469 1,174

繰延税金資産 80,451 96,266

差入保証金 89,740 88,130

会員権 6,075 6,075

保険積立金 8,000 8,000

投資その他の資産合計 218,580 223,283

固定資産合計 305,899 295,641

資産合計 1,891,013 1,872,797
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年６月30日)
当事業年度

(2022年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 53,465 ※１ 71,155

未払金 87,041 67,420

未払費用 1,254 1,575

未払法人税等 100,382 42,192

未払消費税等 40,301 34,481

前受金 238,105 180,492

預り金 26,078 19,209

賞与引当金 12,101 8,833

その他 66 －

流動負債合計 558,795 425,361

固定負債   

退職給付引当金 223,871 278,350

長期未払金 13,237 9,605

固定負債合計 237,109 287,955

負債合計 795,905 713,316

純資産の部   

株主資本   

資本金 255,250 255,250

資本剰余金   

資本準備金 94,202 94,202

その他資本剰余金   

自己株式処分差益 3,336 18,943

資本剰余金合計 97,538 113,145

利益剰余金   

利益準備金 936 936

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 744,651 868,671

利益剰余金合計 745,587 869,607

自己株式 △20,347 △95,938

株主資本合計 1,078,029 1,142,064

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △97 194

評価・換算差額等合計 △97 194

新株予約権 17,176 17,221

純資産合計 1,095,108 1,159,480

負債純資産合計 1,891,013 1,872,797
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2020年７月１日
　至　2021年６月30日)

当事業年度
(自　2021年７月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 2,498,609 2,711,349

売上原価 ※１ 1,733,194 ※１ 1,970,685

売上総利益 765,414 740,663

販売費及び一般管理費 ※２ 490,362 ※２ 506,610

営業利益 275,052 234,053

営業外収益   

受取利息 6 9

受取配当金 47 69

未払配当金除斥益 109 124

為替差益 134 －

償却債権取立益 － 2,849

その他 47 30

営業外収益合計 345 3,084

営業外費用   

支払利息 715 278

為替差損 － 5

コミットメントフィー 1,806 1,800

債権放棄損 2,710 －

支払手数料 － 755

その他 325 －

営業外費用合計 5,557 2,840

経常利益 269,840 234,297

特別利益   

新株予約権戻入益 － 7,976

特別利益合計 － 7,976

税引前当期純利益 269,840 242,273

法人税、住民税及び事業税 103,920 86,243

法人税等調整額 △17,320 △15,900

法人税等合計 86,599 70,343

当期純利益 183,240 171,930
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（売上原価明細書）

  
前事業年度

（自 2020年７月１日
至 2021年６月30日）

当事業年度
（自 2021年７月１日
至 2022年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 労務費 ※１ 815,699 45.9 859,312 48.6

Ⅱ 経費 ※２ 962,639 54.1 909,103 51.4

当期総費用  1,778,338 100.0 1,768,416 100.0

期首商品棚卸高  －  －  

期首仕掛品棚卸高  53,157  110,057  

当期商品仕入高  11,755  160,013  

 合計  1,843,251  2,038,486  

期末商品棚卸高  －  －  

期末仕掛品棚卸高  110,057  67,800  

他勘定振替高  －  －  

当期売上原価  1,733,194  1,970,685  

 

（注）

※１ 労務費には以下のものが含まれています。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

 退職給付費用 23,577 32,990

 

※２ 主な内訳は、次のとおりです。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

 外注加工費 816,625 766,572

 減価償却費 16,021 13,345

 

（原価計算の方法）

当社の原価計算は、実際原価による個別原価計算を採用しています。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 2020年７月１日 至 2021年６月30日）

       (単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
 

資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
自己株式処
分差益

繰越利益剰
余金

当期首残高 255,250 94,202 － 94,202 936 573,355 574,292 △22,223

当期変動額         

剰余金の配当      △11,945 △11,945  

当期純利益      183,240 183,240  

自己株式の処分   3,336 3,336    1,876

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 － － 3,336 3,336 － 171,295 171,295 1,876

当期末残高 255,250 94,202 3,336 97,538 936 744,651 745,587 △20,347

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

株主資本
合計

その他有価
証券評価差

額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 901,520 △427 △427 18,640 919,733

当期変動額      

剰余金の配当 △11,945    △11,945

当期純利益 183,240    183,240

自己株式の処分 5,213    5,213

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

 330 330 △1,464 △1,133

当期変動額合計 176,508 330 330 △1,464 175,374

当期末残高 1,078,029 △97 △97 17,176 1,095,108
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当事業年度（自 2021年７月１日 至 2022年６月30日）

       (単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
 

資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
自己株式処
分差益

繰越利益剰
余金

当期首残高 255,250 94,202 3,336 97,538 936 744,651 745,587 △20,347

当期変動額         

剰余金の配当      △47,910 △47,910  

当期純利益      171,930 171,930  

自己株式の取得        △84,365

自己株式の処分   15,606 15,606    8,773

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

        

当期変動額合計 － － 15,606 15,606 － 124,020 124,020 △75,591

当期末残高 255,250 94,202 18,943 113,145 936 868,671 869,607 △95,938

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

株主資本
合計

その他有価
証券評価差

額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,078,029 △97 △97 17,176 1,095,108

当期変動額      

剰余金の配当 △47,910    △47,910

当期純利益 171,930    171,930

自己株式の取得 △84,365    △84,365

自己株式の処分 24,380    24,380

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

 291 291 45 336

当期変動額合計 64,035 291 291 45 64,372

当期末残高 1,142,064 194 194 17,221 1,159,480
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

　ます。

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

 仕掛品

   個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物につきましては定額法)を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物                 ８～36年

工具、器具及び備品   ４～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

   特許権につきましては、定額法（８年）を採用しております。

   商標権につきましては、定額法（10年）を採用しております。

   自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

 

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。なお、退職給付債務は簡便法に基づき計算しております。

(4) 受注損失引当金

ソフトウエアの請負契約に基づく開発案件のうち、当事業年度末において、将来の損失が見込まれ、かつ

 当該損失額を合理的に見積ることができるものについて、翌事業年度以降の損失見込額を計上しておりま

 す。

 

５．重要な収益及び費用の計上基準

　収益の計上基準は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換
に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　一時点で充足される履行義務として、システム導入サービスにおける開発等があり、検収完了時に収益を
認識することとしております。
　一定期間にわたり収益を認識する取引として、システム利用料や保守等のサービス提供の履行義務があり
ます。履行義務が時間経過につれて充足されるため、顧客との契約に係る取引価格を契約期間にわたり収益
を認識しております。

 

（重要な会計上の見積り）

　会計上の見積りは、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。

　当事業年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な

影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりであります。

 

受注損失引当金

　①当事業年度の財務諸表に計上した金額　　178千円

　②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　①の金額算出方法等は、連結財務諸表注記事項（重要な会計上の見積り）の内容と同一であるため、記載を

　　省略しております。
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
り、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰
余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　収益認識会計基準等の適用による、当事業年度の損益および期首利益剰余金に与える影響はありません。
　なお、収益認識会計基準第89－3項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」注記
については記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計

基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、財務諸表に与える影響はありません。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2021年６月30日）
当事業年度

（2022年６月30日）

短期金銭債務 5,335千円 2,475千円

 

　２　コミットメントライン契約

　　運転資金の安定的かつ機動的な調達を目的に、取引銀行１行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。事業年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年６月30日）
当事業年度

（2022年６月30日）

コミットメントライン契約の総額

借入実行残高

600,000千円

－千円

600,000千円

－千円

差引額 600,000千円 600,000千円

 

（損益計算書関係）

※１関係会社との取引高

 
前事業年度

（自 2020年７月１日
   至 2021年６月30日）

当事業年度
（自 2021年７月１日

   至 2022年６月30日）

営業取引による取引高

仕入高

 

58,200千円

 

27,675千円
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※２販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度33％、当事業年度30％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度67％、当事業年度70％であります。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 2020年７月１日
   至 2021年６月30日）

当事業年度
（自 2021年７月１日

   至 2022年６月30日）

給料及び手当 132,986千円 137,278千円

賞与引当金繰入額 12,101 8,833

退職給付費用 13,500 24,580

役員報酬 66,840 58,600

旅費及び交通費 15,679 19,574

支払手数料 56,447 59,971

減価償却費 4,363 2,823

貸倒引当金繰入額 △3,000 －

 

（有価証券関係）

前事業年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

　関係会社株式（貸借対照表計上額は関係会社株式30,956千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

　関係会社株式（貸借対照表計上額は関係会社株式20,956千円）は、市場価格のない株式等であることから、記

載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年６月30日）
 

当事業年度
（2022年６月30日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 68,504千円 85,175千円

未払事業税 5,818  3,865

一括償却資産 1,841  1,768

賞与引当金 3,702  2,702

資産除去債務 2,294  2,814

長期前払費用 195  219

未払社会保険料 383  346

株式報酬費用 －  2,102

その他有価証券評価差額金 29  －

その他 272  402

繰延税金資産　　　　小計 83,043  99,398

評価性引当額 △2,591  △3,046

繰延税金資産　　　　合計 80,451  96,351

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 －  85

繰延税金負債　　　　合計 －  85

    

繰延税金資産純額 80,451  96,266
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2021年６月30日）
 

当事業年度
（2022年６月30日）

法定実効税率               30.6%                30.6%

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3%  0.3%

役員報酬 1.2%  －

株式報酬費用 0.0%  1.3%

新株予約権戻入益 －  △1.0%

住民税均等割等 0.4%  0.4%

評価性引当額の増減 △0.3%  0.2%

税額控除 －  △2.7%

その他 0.0%  △0.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.1%  29.0%

 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

ストック・オプションの発行

　連結財務諸表に関する注記事項（重要な後発事象）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており

ます。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期償却額
（千円）

当期末残高
（千円）

減価償却累計額
（千円）

有形固定資産       

建物 80,735 － － 3,236 80,735 46,967

車両運搬具 19,787 － － 2,931 19,787 13,915

工具、器具及び備品 51,792 1,208 － 5,269 53,000 45,293

土地 19,003 － － － 19,003 －

有形固定資産計 171,318 1,208 － 11,437 172,526 106,176

無形固定資産       

ソフトウエア 240,181 － － 4,265 240,181 234,965

特許権 4,181 － － 392 4,181 4,176

商標権 1,472 － － 74 1,472 1,472

電話加入権 787 － － － 787 －

無形固定資産計 246,623 － － 4,731 246,623 240,614

（注）当期首残高及び当期末残高は、取得価額により記載しております。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高

（千円）

当期増加額

（千円）

当期減少額

（千円）

当期末残高

（千円）

賞与引当金 12,101 8,833 12,101 8,833

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日
12月31日

６月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

 取扱場所

 

 株主名簿管理人

 取次所

 買取手数料

 

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券

代行部

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

－

株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない

事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済

新聞に掲載する。なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、

そのURLは次のとおりです。URL　http://ips.ne.jp/kessan.html

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第25期）（自 2020年７月１日 至 2021年６月30日）2021年９月29日近畿財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2021年９月29日近畿財務局長に提出。

(3）四半期報告書及び確認書

第26期第１四半期（自 2021年７月１日 至 2021年９月30日）2021年11月12日近畿財務局長に提出。

第26期第２四半期（自 2021年10月１日 至 2021年12月31日）2022年２月10日近畿財務局長に提出。

第26期第３四半期（自 2022年１月１日 至 2022年３月31日）2022年５月12日近畿財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

2021年10月５日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書

2021年10月12日近畿財務局長に提出

2021年10月22日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書

(5) 自己株券買付状況報告書

2021年11月12日近畿財務局長に提出

2021年12月14日近畿財務局長に提出

2022年１月14日近畿財務局長に提出

金融商品取引法第24条の６第１項の規定に基づく報告書
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

2022年９月28日

株式会社アイ・ピー・エス

取締役会　御中

 

 

 太陽有限責任監査法人  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池田 哲雄 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 則岡 智裕 ㊞

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイ・ピー・エスの2021年７月１日から2022年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アイ・ピー・エス及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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受注損失引当金の計上の前提となる原価総額の見積りの合理性の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、会社は、ソ

フトウエアの開発に係る請負契約に基づく開発案件のう

ち、当連結会計年度末において、将来の損失発生の可能性

が高く、かつ、当該損失の金額を合理的に見積ることがで

きるものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額を受

注損失引当金として計上することとしている。

会社は、顧客との間で多数のソフトウエアの開発に係る

請負契約を締結している。近年、顧客の競争環境の変化に

より顧客ニーズは高度化及び多様化し、また、IT技術の変

化に応じてソフトウエア設計は複雑化してきている。

これらの要因から、開発開始以後の設計変更や進捗遅延

等によって開発当初に想定していなかった原価が発生する

可能性があり、開発案件の原価総額の見積りには高い不確

実性を伴う。このため、適時・適切に原価総額の見積りの

見直しがなされない場合には受注損失引当金の計上を誤る

可能性がある。

以上より、当監査法人は、受注損失引当金の計上の前提

となる原価総額の見積りの合理性の評価が、当連結会計年

度の連結財務諸表監査において特に重要であり、監査上の

主要な検討事項に該当すると判断した。

 

当監査法人は、会社が実施した受注損失引当金の計上の

前提となる原価総額の見積りの合理性を評価するために、

主に以下の監査手続を実施した。

 

（内部統制の有効性評価）

受注時の原価総額の見積りに関連する統制及び開発開始

以後の設計変更や進捗遅延等に対応し、適時・適切に原価

総額の見直しを行う統制に焦点を当て、内部統制の整備及

び運用状況の有効性を評価した。

 

（原価総額の見積りの検討）

・　契約書と請負金額とを照合したうえで、当該請負金額

と見直し後の原価総額を対比し、翌連結会計年度以降に

損失発生の可能性が高く、当該損失の金額を合理的に見

積ることができる開発案件について、受注損失引当金を

計上していることを確かめた。

・　前連結会計年度末の開発案件で当連結会計年度に売上

計上し、損失が発生したものについて、その原因を質問

し、原価総額の見積りの不確実性を評価した。

・　当連結会計年度末時点で納期又は検収予定日を経過し

ている開発案件を抽出し、営業責任者及び経理責任者に

開発の進捗状況について質問し、進捗遅延、不具合、設

計変更等の発生の有無及び増加工数の見込みを把握した

うえで関連資料を閲覧することにより、原価総額の見積

りの妥当性を確かめた。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アイ・ピー・エスの

2022年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社アイ・ピー・エスが2022年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。
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内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  2022年９月28日

株式会社アイ・ピー・エス   

 

 取締役会 御中  

 

 太陽有限責任監査法人  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池田 哲雄 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 則岡 智裕 ㊞

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイ・ピー・エスの2021年７月１日から2022年６月30日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アイ・ピー・エスの2022年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

受注損失引当金の計上の前提となる原価総額の見積りの合理性の評価

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項(受注損失引当金の計上の前提となる原価総額の
見積りの合理性の評価)と同一内容であるため、記載を省略している。
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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